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男性精神薄弱者の就労に関する要因の検討
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F ACTORS OF VOCA TIONAL ADJUSTMENT OF THE 

MALE恥1ENTALL Y RET ARDED 

Takekatsu KIKUCHI， Hitoshi UENO， K巴nnichiOHBUCHI， Shoji KODAMA， 

Ryuichi KOB1， Hitoshi WATANABE and Yukio HAMAGAMI 

The present study was attempted to examine what factors contribute to vocational 

adjustm巴ntof m巴ntallyretarded patients. The subjects were four groups of male adult 

patients who w巴rer巴gisteredin th巴 OsakaClinical Center for Mentally Retard巴d: Th巴

W 巴ll-adjustedworkers (N = 122)， the maladjusted workers whose longest p巴riodth巴yhad the 

same job was lesser than 6 months (N =34)， the maladjusted workers who had frequently 

changed the job (N=52)， and the non-workers who had not had any job (N=389). The 

Hayashi quantification analysis rr with 31 independent variables concerning personality and 
environment of the patients provided two significant discriminant dimensions， which were 

interpreted as indicating ability of work and as indicating stability of work. 1nspection 

into them revealed that factors generally contributing to vocational adjustment were high 

1Q， advanced social maturity， lack of deviant behavior， lack of psychiatric disease， lack of 

physical handicap， high educational level， etc. 1t was however suggested that those who 
had highly developed a phase of social maturity (i. e.， interpersonal skills) tended to fail in 

adjustm巴nt

目的

精神薄弱者にとっての就労は，単に生計の維持にとど
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まるべきものではなく， それによって彼らの心身機能を

向上，維持，発展させ，さらに，彼らが社会の一員と し

て認められるための最も重要な条件のひ とつである。彼
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らは職業に就くこ とによって， 1依存状態Jから「自立

的状態」へと移行することが可能となるのであり，職業

への適応によって自己実現や満足感を得ることもできる

のである。

しかし，社会一般には，精神薄弱者は就労には不適と

いう通念がなお根強く，彼らに対する就職，就労の機会

はきわめて限定されているのが実状である。彼らのもつ

「精神薄弱Jという障害は確かに就労を困難にしやすい

条件ではあるが，それに加えて，不利な環境条件が彼ら

の就労をさらに妨げている。

我々は昨年来， トヨタ財団研究助成 (1精神薄弱者の

社会的自立に関する基礎的研究」助成番号80-2-111，

81-2-067)を得て，大阪府精神薄弱者更生相談所に来談

した精神薄弱者のケース・ファイノレをデータ ・ベース

に， 精神間F弱者の職業的発達に関する研究を進めてき

れているかによって，個人が示す行動形態、はかなり異っ

たものになるし，う，!J能の多面性からも同じことが言え，

概略的な知能水準や IQだけでは具体的な行'!fi)JのIf('li闘を

捉えることはできないからである。加えて，個人の社会

的経験や受けてきた訓練の違いが，その行動形態に抜き

郊tく影響を与えている。

精神薄弱者のなかでも，障害の軽い者ほど就労に有利

だろうとの予想は立てられるが， 心理 ・行動機能のどの

面において障害が軽ければ特にそうなのかはよ く分かっ

ていない。以上のことから， 本研究では，精神薄弱者に

関連する倒体変数の中で，就労に促進的な要因，あるい

は妨害的な要因が何であるかを明らかにし，それらの就

労への寄与の程度を検討することが目的とされた。

方法

た。その成果の一部は既にいくつかの機会に公にしてき 大阪府精神薄弱者更生相談所

た1，2，3，4，九 わが国においては，各都道府県に精神薄弱者更生相談

我々のこれまでの研究結果からも，あるいはそれ以前 所が設置されており， 18歳以上の成人精神薄弱者を対象

の精神薄弱者の就労に関するいくつかの研究6，7，8，9，10) に，援護の笑施機関である福祉事務所ではできない専門

でも指摘されていることだが，精神薄弱者の就労に関し 的な相談 ・判定および治療 ・指導を行っている。大阪府

ては，促進的にあるいは阻害的に働く多くの要因が介在 精神薄弱者更生相談所の場合，ケースワーカー，心理判

して，しかもそれらは複雑に絡み合っている。これらの 定員，医師の三つの異なった職種の職員が配置されてお

多くの要因は次の 4要因群に整理できる。すなわち，本 り，通常，ケースワーヵーによる面接調査や社会制査，

人の条件(個体変数)，家族の条件(家族変数)，事業所 心理判定員による心理テストや行動観察，医師による医

の条件(事業所変数)，それに地域社会の条例ニ(地域変数) 学的診断を総合して，相談のあった問題への理解と処遇

のH平である。後者の 3群は言うまでもなく環境側の要 方針の決定などを行ーっている。

因である。 精神薄弱という障害の程度と質は様々で，それを等級

本研究では，精神薄弱者の就労に関連すると恩われる 区分することは難しい課題であるが，昭和48年度より療

変数を，上記相談所のケース・ファイルに記載されてい 育手帳制度が実施され，身体障害の場合と同じように手

る情報に基づいて数量化し，それらの就労への苓与の度 帳が交付されることになった。大阪府の場合，手I援には

合を統計的解析によって検討することを目的とした。と A(重度)， B1 (中度)， B2 (軽度)と記載されており，こ

ころが，このケース ・ファイルから得られた変数の大部 の障害程度の判定はおもに， (1)標準化された知能検査

分は精神薄弱者個人の能力や性質に関する所調個体変数 による検査結果， (2)実際の社会生活を営むうえで必要

で，残念ながら環境変数については余り数五t的に把える とされる能力の評定(後述の「社会生活能力調査表」を

ことができなかった。このため，本研究での検討は主と 使用)， (3)当該精村1薄弱者を看護するうえで必要とさ

して個体変数に向けられることになった。 れる周囲の者の手のかかり具合の評定(後述の「指導看

精神薄弱者の雇用を拡大 ・安定させる実践的見地から 護度判定基準」を使用)， 三側面から検討 ・決定されて

すると，事業所側の態勢や家族の援助など，環境条件の いる。

改善が急務である。しかしながら，精神薄弱者個人の持 対象者の選抜と分類

っている能力や性質の特徴を知らなければ，適切な環境 大阪府精神薄弱者更生相談所に保存されているケー

整備が成しえないことも事実である。 ス・ファイノレのうち1979年から1981年の間に当相談所を

精神若手弱は一般には発達遅滞あるいは知能障害とj1平さ 来所した男性精神薄弱者1112名を本研究の原椋木とし

れている。と ころが，精神薄弱者と一口で言っても，そ た九 このう ち， まず下記の 2条件によって，分析に不

の個人個人が示す行動像や人格像は千差万別である。と *同じ時期の女性精神祢弱者についても，同じ目的の分

いう のは，発達には諸側面があって，特にどの側面が遅 . 析が行われたが，これについては別の機会に報告する。
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l非就労群 (3犯捌叫B印桝9陥恥名
短期就労君群草 (σ34名)一忠羽就t労経E験食をもつが， いずれも勤続期間iが6カ月未満

i (不安定就労lif.~ の者
1.. ..... ¥ I多転職群 (52名)-1年以上の勤続就労経験をもつが，来所時点までに転
L就労i洋i ¥-.-._.. ~旋回数が 3 回以上の者

l安定就労群 (122;s)-1年以上の勤続就労経験をもち，転職回数も1回以内の者

|豆I1 対象者総の構成

適な者が除外された。 (1)次節で説明する32変数のいず

れかが不備の者。(2)学校卒業後の就労可能期間が5年

未満で，就労の安定度を判定することが困難な者。その

結果， 597~，が本研究の分析対象者となった。

続いて，これらの対象者について，一般就労経験料の

有無， その勤続期間及びil日故回数を諸国ベて，図 lのよう

にH洋に分類した。それは，非就労1洋，短期就労i弘多

転職1洋，安定就労群の 4~~(，である。これ らの 4群 flIJの比

較をする際，短期j就労群と多iliiiJ織群を合わせて不安定就

労群とし， これにさらに安定就労群を加えて就労l~i と 1呼

4二。

変数の選択と分類

ケース ・ファイノレに含まれている情報のうち，これま

での研究結果を踏まえて，就労に関係すると思われる32

個の項目を選んで数量化し，今回の分析のための変数と

した。変数名の一党は表1にあるが，ここでは変数の分

類とそれらの数品化の手続きについて述べる。

ケース ・ファイノレから得られた情報の大半は本人の行

動や能力 ・性質に関する個体変数で，それが全32変数中

28変数を占めた。残り 4変数が環境仰jの変数であった。

(1)知能 対象者の約7割については鈴木 ・ピネ一式

知能検査で知能指数 (IQ)が得られている。それJ;Hトの

対象者については WA1Sかコース立方体組合せ検査に

よって 1Qが測定されている。分析に|燦して， 1Qは4水

準のカテゴリ ーに分けて数量化された。水準 1は 1Q25 

以下，水準2は 1Q26~40，水準 3 は 1Q 41~55， 水準

4は IQ56以上である。

(2)社会生活能力 (SocialMaturity) これは伝達能

力， 社会性， 基本的知識， 動作巧紋性の 4変数から成

る。いずれも当相談所で実施している「社会生活能力調

査表」から得られた変数である。 これは IS-M社会生

活能力検査」をもとに，当相談所が成人精神薄弱者用に

作成したもので，上記4変数はそれぞれ9~20項目で構

成されている。各項目は 「できるJ，IできないJ，Iわか
らない」の 3件法でチェックすることになっており，臨

判一般車t労とは，一般の会社や事業所に就職したり
家業に従事することをいう。健常者の通常の就労
と同様の就労形態をさし， 授i!ff.!j包設や保税工場へ
の福祉的就労は含めない。

床心理判定員が保護者や施設指導員と面接したり，ある

いは本人の行動を観察したり して判定する。

伝逮能力.人との簡単な受け答えができるかどうかを

発達尺度に沿って配列された9項目で判定し，その

結果を 3水準にカテゴリ ー化した。最上位の水準3

はほぼ小学校低学年児の水準に相当する。

社会性:円滑に人間関係を処理できるかどう か(対人

関係能力)と，交通機関をひとりで利用できるかど

うか(移動能力)を17項目で判定し，結果を 37J<準

にカテゴリー化した。水準3は小学校高学年児に相

当する。

基本的知識 .読字 ・書字 ・計算など，自立した社会生

活に最低限必要な知識の程度を20項目で判定した。

やはり 3水準にカテゴリ ー化し，その最上位(水準

3 )は小学校中学年児に4、目当する。
1[YJ作巧徴性基本的な日常作業(はさみやナイフを使

う，洗濯をするなど)に必裂な動作の採用さを20項

目で判定した。3水準中の最上位は小学校高学年児

に相当する。

(3)精神疾患 この側面に関しては，分裂病，てんか

ん，神経症，精神科入院歴の 4変数が取り上げられた。

これらの精神疾患を有するかどうかは本人が診察 ・治療

を受けた精神科医に判断が委ねられた。

(4)問題行動 この分野には7変数が含まれている。

問題行動の有無は臨床心理判定員が保護者や施設指導員

と面接したり，本人の行動観察から判断した。性的非行

(スカー卜めくり， 1~ '性の下着収集など)，粗恭(家族，

施設同居者への暴力行為)，窃盗(万引き，空巣など)， 

無為(自|汎寝てばかり，無意味な動作の反復など)，放

浪(家出， t~!'q回)，以上7変数。

(5)援助の必要性 当相談所では日本精神薄弱者協会

案に基づく「保護指導上の難易度に関する判定基準」を

利用している。 この判定も|臨床心理判定員 が行ってい

る。ここでは援助の必要性を次の 3変数にまとめて分析

に導入した。

要生活介助 日常生活をおくる上で身辺の処理ができ

るかどうか，介助の必要がないかどうかを判定した。

要治療看護 治療を要する精神及び身体の疾患の有無

要行:動指導 ・指導または保護の必要な問題行動(反社
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会的または非社会的)の有無。

これらは本来は4段階(程度，中度，重度，最重度)で

判定されるが，最重度の頻度が小さいので，本研究では

最重度と重度を併合して 3段階のカテゴリーとした。

(6)身体疾患 ここでの変数は，主として医師の診断

に基づいて交付される身体障害者手帳を対象者が持って

いるかどうかを示すものである。肢体不自由， 言語障

害，視覚障害の 3変数がそうである。ほかに，精神科以

外の病院への入院歴も変数に加えられた。ケース ・ファ

イノレには聴、覚障害，内部疾患の記載もあるが，数が極め

て少ないので本研究では取り上げなかった。

(7)施設歴 ここにはふたつの変数がある。精薄施設

歴は文字通り精神薄弱者を対象とする施設への入所ある

いは適所の経験の有無を示す。精:湾施設への入所は本人

が重度の精神薄弱であるか，あるいは，保護義務者が実

質的に欠如しているなどの理由で施設において保護の必

要がある場合に許可される。

もうひとつの変数は非精薄施設歴である。このような

施設としては，身体障害者施設，婦人保設施設，教謎施

設，救護施設などが挙げられる。これらの施設は原則と

して普通知能者のためのものだが，実際には，その入所・

通所者の数寄IJが軽度の精神薄弱者であるため，我々の対

象者の中にもその経験を持つ者がいた。

(8)社会的達成 精神薄弱者(児)の教育は普通学校 ・

普通学級のほかに， 養護学校や養護学級で行われてい

る。本研究では学校 ・学級のこうした種別は間わず，小

学校 ・中学校 ・高等学校のいずれを卒業したか調べて，

教育歴の変数とした。結婚歴では離婚した場合も含め

て，過去に結婚したことがあるかどうかを見る。

(9)年齢 この変数は4カテゴリーに分け， 10代及び

20代， 30代， 40代， 50歳以上とした。ただし， 当相談所

の来談者は原則として18歳以上なので， 10代の対象者は

わずかである。

(10)環境変数 これまでの 9分類28変数はいずれも対

象者本人に関する変数だが，ここで取りあげる 4変数だ

けは本人を取り巻く環境側の変数である。

まず，保説者が精神病患者であるかどうかは家庭内の

人間関係や保護状況について何らかの情報となるかもし

れない。同居者変数は3カテゴリ ーから成:<)，対象者が

単身住いか，親と同居か，あるいはその他である。住み

込み変数は就労の形態が住み込みかどうかを示す。この

変数は就労者のみについての変数である。

分析法

本研究では主としてふたつの統計的分析法を用いて，

対象者H洋間の差異を検討して，精神薄弱者の就労に促

進的な要因と妨害的な要因を探る。

第一の方法は，各変数毎に 4群問の比較を行い，その

差異を χ2検定で吟味する方法である。第二の方法は林

知己夫の数量化分析E類である料ネ。これはカテゴリカ

ノレ ・データを用いた判別分析で‘ある。各変数各カテゴリ

ーの線型結合によって複数群聞の判別を最大にする判別

関数を導き，その時のカテゴリー ・ウェイトを求めるの

がこの分析の主眼である。本研究では対象者4群の判別

を2次元1lqh判別関数を用いて試みた。'fr1紬の判別精度は

相関比(マ)によって示される。 なお， この判別分析に

おいては住み込みを除く31変数が用いられた。

結果

表 1は変数別の比率表(%)である。この表では変数

毎に，各カテゴリーの比率が群単位に示されている。た

とえば， IQの4カテゴリ ーについてその比率を非就労

群について見てみると， この群に属する対象者389人中

58.0%の者は IQ25以下で，反対に IQ56以上の者はわ

ずかに1.5%しかいないことが分かる。短期就労群につ

いてみると， IQ 41-55の者がこの群に属する対象者の

ほぼ半数 (47.1%)を占めている。比率表の見方の説明

はこれくらいに留めて，この表の詳しい分析は数量化分

析E類の結果を見ながら合わせて行うことにする。

図2は判別関数の21lilhによる直交平面上に対象者4i洋

の分布を略図で表わしたものである。第1114hの相関比は

マ=.72，第IIilqhは甲=.42で， 判別の精度は第 lIi4!Jの方

が優れている。

4X洋の分布状況を第I軸についてみると， (ー)方向は

非就労群の対象者のみが位置し，反対に， (+)方向は就

労3群が位置している。従って，この第I取hは「就労可

能性」を表わすと考えられる。一方，第E軸上では就労

群 3i洋間の判別が可能である。(+)の方向には安定就労

群の者が主と して位置し，反対に，(ー)方向には不安定

就労者(短期就労群と多11日制洋)が多く集っている。そ

こで，この第IIi袖は「就労安定性Jを表わすと考えるこ

とができる。

表 2は数量化E類分析の結果得られた各変数のカテゴ

リー ・ウェイト， ウェイ ト最大最小差(ウェイト差)，及

び偏相関係数である。ウェイト差と偏相関はその変数が

群の判別に寄与する度合を表わす。特に， 有意ない印

ド同林の数泣化E類の青I.t;lは京都大学大型計算機センタ

ーの FACOMM-200に装備されているプログラ

ム・パッケージ SPSSを使って行った。その他の
計算 ・統計処溜!では大阪教育大学データ・ステーシ

ョンの FACOMU.400を使用した。
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表 1 対象者 4lt'lの比率表(その 1)

百分率(%)

前?<て- 数 カテゴリー 非就労~~ I短期間|多転附 |安定問
N=389 I N=34 N=52 N=122 

水準 4(56以上) 1.5 8.8 13.5 8.2 

知 古色 IQ 3(41-55) 14.9 47.1 53.8 40.2 

2(26-40) 24.9 35.3 26.9 45.9 

1(25以下) 58.6 8.8 5.8 5.8 

水準 3 11.6 38.2 51. 9 27.0 

伝達能力 2 33.7 50.0 38.5 62.3 

1 54.8 11.8 9.6 10.7 

水準 3 4.6 32.4 42.3 23.0 

社会性 2 29.3 50.0 46.2 63.1 

1 
社会生活能力

66.3 17.6 11.5 13.9 

7J<i:l主3 3.6 23.5 26.9 15.6 

基本的知識 2 18.0 38.2 50.0 50.8 

l 78.4 38.2 23.1 33.6 

7]<準 3 4.1 17.6 40.4 27.0 

!Jl)J作巧徴性 2 16.2 55.9 51. 9 53.3 

1 79.7 26.5 7.7 19.7 

分裂病 有 4.4 11.8 13.5 1.6 

精神疾患
てんかん 有 17.2 17.6 9.6 13.9 

村1経症 有 1.8 11.8 13.5 4.1 

精神科入院歴 有 16.2 26.5 28.8 9.8 

性的非行 有 2.6 2.9 。 4.1 

粗暴 有 10.0 20.6 3.8 4.9 

窃 idi 有 1.5 11.8 1.9 3.3 

問題行動 奇行奇嫡 有 21.2 23.5 28.8 13.9 

無為 有 17.5 17.6 11.5 8.2 

長I {i) 有 7.2 2.9 。 1.6 

放浪 有 11.1 17.6 13.5 13.9 

軽度 20.6 79.4 71.2 59.8 

要生活介助 中!支 30.8 8.8 21. 2 36.1 

重度 48.6 11.8 7.7 4.1 

iliE )支 31.6 70.6 67.3 68.9 

援助 の必~性 要治療看護 "1"度 32.1 17.6 26.9 23.0 

重度 36.2 11.8 5.8 8.2 

経l変 20.1 29.4 46.2 45.9 

姿行動指導 中度 48.6 47.1 44.2 41.0 

重度 31.4 23.5 9.6 13.1 

肢体不自由 有 28.8 2.9 7.7 7.4 

身体疾患 言語障害 有 7.2 2.9 。 1.6 

視覚障害 有 4.1 。 1.9 0.8 
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表 1 対象者 4j洋の比率表(その 2)

変 数 | カテゴリー

身体疾患 |附料以外の入|雌|有

非就労税
N=389 

18.0 

消

2

-

マ
のL

一

λCJ
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A

一

円

U

就
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一
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定

N
一

l

安

一

一
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臼
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↑
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お
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一
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N
一
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一
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一
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l
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4

a
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一

百

一
安

3

一
5

一
就
=
一

G

一
期

N
一

2

三
短
一

入所 22.1 20.6 5.8 21.3 

精湾施設庇 通所 5.1 23.5 9.6 9.0 

無 72.8 55.9 84.6 69.7 
施設歴

|入所 5.1 2.9 。 4.9 

1者待以外の施設歴 5.1 2.9 1.9 2.5 

89.7 94.1 98.1 92.6 

高等学校卒 5.1 8.8 7.7 9.8 

教育歴
中学校卒 23.4 64.7 80.8 59.0 

社会的達成 小学校卒 14.9 8.8 7.7 12.3 

手1，就学 56.6 17.6 3.8 18.9 

結婚[密 0.5 。 。 5.7 

10代， 20代 49.9 47.1 44.2 34.4 

年 H命 年!Iホ 30代 24.2 38.2 40.4 45.9 

40代 15.7 8.8 13.5 13.9 

50歳以上 10.3 5.9 1.9 5.7 

生活保設 8.0 8.8 5.8 6.6 

精神病の f~~税者 0.8 2.9 3.8 。
~l l~克変数

単身 3.9 5.9 7.7 14.8 

同居者 親と同居 50.4 55.9 48.1 36.1 

その他 45.8 38.2 44.2 49.2 

住み込み 。 。 1.9 10.7 

NW 非就労相ー
SW 短期就労群
LW  多転職群
WW  安定就労群
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t
 
i
 
者品部

目
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一

剖

I
ι
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次η〆Lμ
 a
 

刈
河
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布
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判
の
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の添付された)偏相関を示す変数は群の半IJ別に有効な変

数であると考えられる。

カテゴリー・ウェイトの正負は判別関数料Iの(+)(-)

の方向に対応している。だから，第1*rilに関して正のウ

ェイトをもっカテゴリ ーは，精神薄弱者の就労可能性を

増大させる要因と考えられる し， 反対に，負のワェイ ト

をもっカテゴリーは就労可能性を低減させる要因とみな

すこと ができる。 一方，第 IIl~Uにおいて正のウェイトを

もっカテゴリーは精神薄弱者の就労安定に寄与する要因

であり，反対に，負のウェイトをもっカテゴリーは就労

安定を妨げる要因とみなすことができる。ただし，カテ

ゴリー・ ウェイトとその実際の判別効果は時には食い違

うことがあって， 必らずしも上記のように一義的な解釈

で通用しない場合もある。それは具体的な問題に応じて

検討したい。

就労可能性の要因.第I軸判別関数をめぐって
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表 2 数量化E類による判別分析(その 1)

変 !放 カテゴリー …j醐|削…ウェイ 1 1 2 イト 11!iil 1fl r，，~1 I? =.イ 112イ1，I 刷 l関
水準 4(56以 ヒ) 37 01 

台flじ~ IQ 3(41-55) 19 
.64 .17"斗 -.40 .54 05 

2(26-40) 16 。14

1(25以下) - 28 14 

|料ち 3 -.50 

2 01 .15ドt .23 73 12ホド

1 19 i 。。
オぇ司~ 3 .48 一.69

社会性 2 02 62 .11*" 22 90 06 

l -.15 .02 
社会生活
能力 水準 3 .22 .40 

基本的知識 2 .12 31 09* .42 .82 .17*ド

1 -.09 .25 

水準 3 .44 .71 

初'J(-乍巧紋性 2 .45 ー77 24** 一.07 .83 .11ドド

1 -.32 .12 

分裂病 01 1 1251 .08ι 
.01 07 

てんかん 02 
.01 。。

精中l'疾患

神経症 川-1;: [ 03 
-.02 

精神科入院歴 .08月
.04 .07 

性 rléJ~i' 行 10 1 142 l .12*" 
-.01 一 .04

粗暴 04 
-.00 .05 

窃盗 .03 
一.01 。。

問題行動

奇行奇癖 .11同
ー00 .11 

無為 02 
.00 .02 

自傷 。。
01 -.01 
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表 2 ]欧:Gl化 H類による ~'J別前析(その 2)

第 1114h中J5JIJ関数 第II114h'i'lJ別|刻数

変数 カテゴリ ー

経度 14 一.22

要生活介助 中度 .07 22 06 .56 .82 12** 

重度 .08 .26 

軽度 .10 -.20 
緩以りの必

要治療看護 中皮 -.05 22 06 05 .49 02 
要性

重度 '12 29 

経度 .06 09 

要行動指導 "1'皮 .04 20 .06 -.01 .20 .02 

重度 .14 -.10 

肢体不自由 .02 
01 -.02 

言語障害 01 
01 -.00 

身体疾患

視党障害 .04 。。 01 

精神科以外の入 |有 05 
l涜歴 111r， -.03 10 

入所 11 33 

III簿施設歴 通所 .08 .19 .03 -.81 1.14 07 

111E .02 -.01 
施設庇

入所 .53 41 
1音声手以外の施設

通所 -.56 .61 .15** .19 43 01 
f~ 

111f .05 -.03 

高等学校卒 03 .45 

教育歴
中学校卒 .36 67 .24記* 一.10

ー55 .01 

社会的達
小学校卒 31 .18 

j戎; #1，就学 .22 -.04 

結婚歴 17料
-.01 .04 

10f"~， 20代 .17 -.04 

'1: !愉 年歯iI
30代 24 41 .18ヰヰ .23 .54 13‘斗

40代 04 -.31 

50歳以上 。。 -.05 
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表 2 数iu:化E類による'I"J別分析(その 3)

第 1ilillドI'IJ)]IJ I，\!iJ ~，衣 N'~ n取h'ドIJ別|主l数
変 数 カテゴリ ー |ム I ，~ /， 1 

ウェイト|ギエイト| 刷"')I:JIウェイ卜 IZ.ェイト l侃1'101関
Izr: I~C: J 

附一 07 。。
単身 87 

環境変数 l百JJi!i:g- |叙とI，;J};': -，0'1 ー49 13"'* -，19 1.06 14斗法

|その他 21 I 07 

(1み込み 手f
/ 

~IE 

本館iでは数量化E類の分析結果のうち， *1]別関数第I

ililh上での各変数の役割について検討し，合わせて比率表

から関連資料を取り上げて就労可能性に寄与する要因を

探ることにする。なお，比率表の分析としては，就労群

(短期就労i洋，多転職群，安定就労群)vs ~I:就労群の比

較のために両群問で ;C2検定を行った。

知能 IQは就労可能性を決する重要な変数である。

カテゴリー ・ワェイ トは高IQの者ほど就労可能性が大
きいことを如実に示している。比率表で見ると 4カテ

ゴリ -r.I:l，手1，就労鮮は IQ25以下に半数以上の者が入

札一方就労鮮では IQ25以下の者はわずか6%しかお

らず， IQ 41-55の段階に最も多く集っていて，両群問

の差は極めて明i旅である(χ2=169.41，df=3， p< ，001)。
この結果からすると，一般就労には少なくとも IQ26以

上の知能が必要であると言えるかも しれない。

社会生活能力 このグノレーフ。に含まれる変数は4変数

とも偏相関が有意でかつウェイト差も大きく，就労可能

性の重要な要因であることを示している。後に触れるよ

うに，社会生活能力の諸変数はいずれも IQと有芯、に相

関する。しかし，*1]別分析で有意な偏相関が見られたこ

とは，社会生活能力諸変数が就労可能性に:寄与する効果

は知能には還元できないそれら独自の働きによることを

示唆する ものである。

カテゴリ ー・ウェイトを見ていくと，社会性，基本的

知識， !fyJ作巧鍛性の 3変数においては，対象者の能力

が高水準であればあるほど就労可能性が捕すことが明ら

かである。比率表からすると，どの変数でも水準2以上

あれば就労が容易になるようである。しかし，これらの

変数とは遣って，伝達能力だけはカテゴリー ・ワェイト

のl古lきが逆で，その能力が高水準であることが就労には

不利であるかのようになっている。ところが， 比率表に

戻ると，社会生活能力の他の 3変数と同様に，伝達能力

/ / / / / 

においても就労群の方が非就労群よりも 1~1 らかに優れて

いる(χ2=119，3，df=2， p< ，001)。伝達能力に関する
比率表と判別分析のこの矛盾はどのような理由によるの

だろうか。

社会生活能力の 4変数， ~Il ち，伝達能力，社会性， 基

本的知識， 動作巧級性， それに IQの聞には互いに高

い正の相関関係がある。たと えば，ケンドールの)順位相

関係数を求めてみると，伝達能力は社会性とは r=，67， 

基本的知識とは r=，67，動作巧紋性とは r=，58，さ

らに IQとは r=，72のいずれも有意な正の中o闘を示す
(N=597， p< ，001)。判別分析において，伝達能力のカ
テゴ リー・ ウェイトがこれら正に相関する他の親近変数

たちと逆向きなのは恐らく次のように説明できょう。こ

れら他の親近変数の水準が一定の場合には伝達能力は就

労可能性と負の関係をもつのであろう。従って，特に{也

の社会生活能力変数や IQが高水準の場合には，伝達能

力はむしろ多少とも低水準の方が就労に適している らし

い。事実，他の社会生活能力変数で水準3以上の者，あ

るいは， IQで水準2以上の者だけを取り出してみると，

P検定では非有主主だが， これらの中では就労者よりも

非就労者の方の伝達能力が高い傾向がある。つまり，伝

達能力のカテゴリー ・ウェイトから次のような推測を行

うことができる。(1)非就労者の中には社会生活能力や

IQにおいてかなり高水準の一群がいる。(2)他の社会

生活能力やIQが高水準の時には伝達能力はむしろ低目
の方が就労可能性が増大する。(3)伝達能力が低水準て、

も仙の社会生活能力か高ければ就労可能である。

精神疾患 精神病としては分裂病とてんかんが判別分

析に含まれたが，これらはウェイトが小さく就労可能性

には無関係であった。神経症は有のウェイトが正だか

ら就労者の方が神経症に躍りやすいと言える。 しか

し，精神科入院歴は就労には妨害的変数となっており，
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精神障害が重篤である場合には就労の可能性を制限する

ことが示されている。

問題行動 7種の問題行動中では， 性的非行に比較的

高い正のウェイトが見られる。しかし， 比率表で見ると

性的非行はごく小頻度で，χ2検定も手1，有意だったので，

性的非行と就労可能性の関係は余り強いとは考えられな

い。精神薄弱者に性的非行は稀だが，起るとすれば就労

者の方に起りやすいというところであろうか。

判別分析では目立たないが， 比率表で見ると，無為

(χ2=5.05， df=l， p< .05)と自傷 (χ2=7.99，clf=l， 

p< .005)は非就労者に多く，反対に， 窃盗は就労者の

方に多く見られる (χ2=4.29，clf=l， p< .0.5)。

援助の必要性 ここに含まれる3変数を比率表で見る

と， いずれも非就労群に重度の者が多い(要生活介助

χ2=148.71 ;要治療看護 Z2=43.20;要行動指導 χ2=

86.13， いずれも clf=2，p< .001)。判別分析でも要生

活介助と要治療看護の 2変数は同じ結果を示している。

ところが，要行動指導だけはカテゴリ ー・クェイ トが逆

向きになって重度の者の方が就労に適するかのようにな

っている。この矛盾も恐らく伝達能力の場合に事情が似

ていると思われるが，残念ながら詳細は分からない。 こ

の変数は判別への寄与が小さいので，本'fii¥¥ではカテゴリ

ー・ウェイトには意味づけを しないでおくことにする。

身体疾患 肢体不自由， 言語障害，視覚障害はいずれ

も比率において就労群よ り非就労鮮に高い (χ2=39.67，

p< .001; Z2=7.99， p< .005; Z2=3.59， p< .10，いず

れも df=l)。半IJ別院i数においてもとれらの変数は低い

が負のウェイトを持ち，身体疾，患は就労可能性を低下さ

せる条件となっていることが分かる。精神科以外の入院

歴は就労には無関係であった。

施設歴 精薄施設歴は就労一非就労には無関係であっ

た。他の施設歴は比率表ではす{問に有意差はないが， 4'1] 

別分析では入所 ・通所経験が就労に負の条例=として指摘

されている。

社会的達成 今回の分析結果によると，高い教育水準

が就労に有利であることは歴然と している。 比率表で見

ると，就労群には中学校卒業以上の者が多く，一方非就

労群には小学校卒業者か非就学者が多い (Z2= 123.98， 

df=3， p< .001)。このことは判別分析でも明らかであ

る。数は少ないが結婚歴も就労者の特徴である。半IJ別分

析での平寄与も高い。このように社会的達成の変数は就労

可能性の敏感な指標である。

年齢 これも判別に有効な変数である。カテゴリ ー・

ウェイ トから判断すると， 30代の者が最も多く就労して

おり，それ以外の年齢者では就労が少ない。

環境変数比率表で見ても 判別分析で見ても，環境

変数中で就労可能性に関連する変数は同居だけである

(が=14.11，clf=2， p< .001)。その結果は就労者には

単身者が多いことである。保護者の経済水準(生活保護)

と保護者が精神病であるかどうかは就労可能性には無関

f系であった。

就労安定性の要因.第E軸判別関数をめぐって

第 ll *lh上では就労群 3~詳のうち安定就労群 vs 不安定

就労群(短期就労群と多転職群)の半IJ別が可能である。

比率表の分析では， 就労3群問の比較検討をが検定で

行った。

知能判別分析でも比率の分析でも IQは就労安定性

に有意な関係はない。ただし， ウェイトのパタンから見

ると， IQの低い方が就労安定が良いと読めないことも

ない。 IQを4水準にカテゴリ ー化する前の IQ原値に

戻って分析してみると，平均値において，多転職群が安

定就労群及び短期就労群よりも IQが高いことが分かつ

た(t=3.56，df=l72， p< .01; t=1.89， clf=84， p< 

. 10) 。 後者の 2~作間に有意差はない。 従 って，多il去l附洋

の者は就労 3~洋中で最も IQ の高い者が集っていると言

える。いずれにしても， IQは就労を安定化させる積極

的要因ではない。

社会生活能力 第 1Ililh同織に第llIlilhでも社会生活能力

の4変数は判別寄与の高い重要な要因となった。4変数

中で，基本的知識と1[9J作巧鰍性は高水準カテゴリーに正

のワェイトがあって， 就労安定を促進する要因と言え

る。一方，伝達能力と社会性の2変数は高水準カテゴリ

ーが負のクェイトを持ち，就労を不安定化させる要因と

されている。確かに比率表で、見ても，伝達能力と社会性

では水準3に不安定就労者の割合が高い(伝達能力のみ

有意，X2=10.59， clf=4， p< .05)。従って，対人反応

性や感受性の良さを示唆する伝達能力と社会性に俊れる

ことは就労を不安定にし，対人性の簿い社会生活能力で

ある基本的知識と動作巧鍬性に優れることは逆に就労を

安定化させるという結果になった。

精神疾患 分裂病は第III阿lでは有力な変数である。カ

テゴリー・ウェイトが負であることや比率表からも明l阪

なように(が=10.81，clf=2， p< .005)， この変数は就

労を不安定にする条件である。それに比べると偏相関は

低いが，神経症も同様である(:1.2=5.45，clf=2， p< .10)。

そしてまた，精神科入院歴も就労不安定化の要因である

(X2=1l.59， clf=2， p>.005)。 このように， てんかん

を除いて精神疾患変数はいずれも就労を不安定にする傾

向が認められた。

問題行動 カテゴリー・ウェイトで目立つのは性的手|三



行であるが i切に述べたように，小頻度なので重視しな

くてもよいと思われる。それ以外では奇行奇癖と粗暴に

負のウェイトが与えられている。これらの問題行動は比

率でも不安定就労群が安定就労群よりも有意に大きく

(刀=5.70，p<.lO;が=10.93，pくー005，いずれもc1f=

2)，就労を不安定にする要因であるこ とは疑いない。判

別分析て、の寄与は小さいが，窃盗も不安定化要因と言え

るかもしれない。特に，短期就労群に安定就労群よりも

窃訟の発生率が;容1い (%2=3.94，c1f=l， p< .05)。

第 1iMIの分析では，無為と自傷が就労を不可能にする

要因とされたのに加えて，第llil4hの分析では，奇行奇癖，

粗暴，窃五回2就労を不安定化する要因とみなされた。い

ずれにしても，問題行動があることは就労に妨害的な条

例Aであると言わざるを得ない。

援助の必要性 3変数中では要生活介助だけが有意な

偏相関を示している。しかし， カテゴリー ・ウェイトの

パタンは解釈が困難なので比率表に戻ってみると，不安

定就労者が安定就労者よりもこの点において障害が軽い

ようである(χ2=12.78，c1f=4， p<.05)。

身体疾患 この変数グノレーフ。は就労安定一不安定には

無関係である。

施設歴 精湾施設歴はウェイト差は大きいが，ウェイ

ト ・ パタンはj情J釈が難しい。 比率表で調べると，多転Jf，~

lttに施設経験者が少ないのが顕著な点かと思われる。

社会的達成 教育歴は就労の安定性に明瞭な関係、はな

い。平均的には，就労3群中で多転1抜群の教育水準が最

高のようである (vs安定就労群 %2=9.24，c1f=3， p< 

.05)。結婚は安定就労君、{の特徴で (%2=5.10，c1f=2， 

p<.10)，半IJ別分析でも有力な変数であった。

年齢 年t!命は第 1í倒!の場合同様301-~に正のウェイ卜が

ある。就労安定は30代に逮せられやすく， それ以外の年

代では困難になりやすい。

環境変数 同居変数は第IIiliihで、も有効な判別変数とな

って，安定就労群に単身者が多い。半Ij別分析では除外し

たが，比率表で見ると，住み込みの有無に関してJY.t労3

1洋聞に有意差があった (子=7.36，c1f=2， p< .05)。 そ

の結果，安定就労者は住み込みが多いことが分かった。

保護者が精神病であることは低いが負のカテゴリー ・ウ

ェイトが与えられていて，就労・不安定の条件になると言

えるかもしれない。生活保訟の有無はやはり就労安定一

不安定には無関係であった。

考察

結果のまとめ

我々は男子精神薄弱者のケース ・ファイノレから得られ
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た32変数について，就労との関係でそれらの働きを統計

的にH今味した。最も重要な結果は，これらの変数の働き

を「就労可能性の要因」と 「就労安定化の要因Jの2而

に分けて検討するのが適当であることが示唆されたこと

であろう。このことは，林の数量化E類分析で抽出され

た判別関数2科!の性質に示されている。

今回の分析で，精神薄弱者の就労可能性を高める要因

として指摘された条件は以下のようなものである。

IQが低水準 (25以下)でないこと i社会生活能

力のうち，社会性， 基本的知識， l[j}J作巧級性が低

水準(水準 1)でないこと ，神経症にf1tりやすいこ

と;無為，自1Piの問題行動を示さないこと;要治療
看護，要行動指導など，援助の必要性が軽度である

こと ;肢体不自由，言語障害，視覚障害の身体疾患

を持たないことと，教育歴が小学校卒業以上である

こと;結婚歴があること ;30代であること;単身住

いであること。

逆に，これらの条件に欠けることは，その精神薄弱者

の就労可能性がそれだけ低くなることを意味する。

ところで， このような就労可能性要因は精神薄弱者の

就労にとって必要条件ではあるが，これだけで満足でき

る就労が果たされるわけではない。次に述べるような就

労安定化要因が同時に備わっていない場合には，就労は

できても長続きせず，すぐにやめたり ，転々と職場を変え

てひとつの仕事に定着で、きないなと不安定な就労になる

危険がある。今回の分析で検出された就労安定化の要因

は次のような条件である。

社会生活能力のうち，基本的知識と動作巧紋性

には優れるが，伝達能力と社会性では余り高水準す

ぎないこと ，分裂病や神経症の精神疾患をもたない

こと ，精神科入院歴をもたないこと;奇行奇癖，粗

暴，窃盗などの問題行動を示さないこと;結婚して

いること ;30代であること ，単身住いであること，

住み込みであること，保談者が精神病でないこと。

これらの条件が欠けている場合には，就労が不安定に

なりやすいと予想される。

本研究では男子精神薄弱者を非就労lt'i'，短期就労制，

多転職lfof.， 安定就労群の 4~単に分けて !lólJ別分析を行 っ

た。その結果得られた図 2における 4群の分布状況を見

ると，これら精神薄弱者グルーフ。の特徴を次のよ うにま

とめることができる 。 非就労~J!íôの者たちには就労可能性

の要因が欠如している。この状態では就労安定化の要因

は無関係である。短期就労群と多転職鮮には就労可能性

の要因は備わっているが，就労安定化の要因が欠けてい

るために，就労できても不安定になりやすい者たちであ
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る。最後に，就労安定群の者たちは就労可能性と就労安

定化の両要因を兼ね備えている。今回の分析では短期就

労群と多転職群の区別は余り できなかったが，いくつか

分かった点を挙げると，多転職者の方が短期就労者より

もIQや社会生活能力において優れていて教育歴も高い

ようである。

次に，就労可能性あるいは就労安定化の要因として特

に影響が大きいと思われる変数について内容的な考察を

試みることにする。

社会生活能力と知能

社会生活能力のうちで， 就労を可能にすると共に安定

化させるという意味で，精神薄弱者の就労にと って最も

重要な変数は基本的知識と動作巧徴性である。 これら

はIQと正に相関する変数であるが，判別分析において

第I軸，第E取hともにこれらの変数を促進的と認めたこ

とは，この分析の性質から して，これらの変数によって

測られる能力が IQとは独立に就労に寄与する面を持つ

ことを示唆している。就労が可能であるためにはこれら

の能力において水準2 (相談所での判定では中皮)以上

が必要であるが，具体的な調査項目に帰って就労~f.と非

就労群の比較をしてみると，![l})作巧紋性に関しては，はさ

みやナイフが使える程度の務用さがあるかどうか，指導

されれば単純作業ができるかどうか，などが分岐点にな

っているようである。また，基本的知識に関しては，簡

単な表示を理解でき，簡単な加減の計算ができることが

就労に最低限必要な水準と思われる。これらの能力にお

いては， それ以上に優れた水準に達していればその方が

より望ましいわけで，就労を安定化するのに役立つであ

ろう。

社会生活能力のうちの別の能力，社会性と伝達能力の

役割lは複雑である。社会性は就労可能性の促進因である

と同時に就労安定化には妨害因である。やはり水準2が

就労を可能にする最低水準と閲され，これは，簡単なあ

いさつができる，とか，従属的でも集団行動ができる状

態を表わす。ところが，社会性が水準3にも高まると，

むしろ逆に，安定就労に妨げになるようなことがあるら

しい。これは伝達能力についても言えることだし， IQ 
にも類似の現象が見られる。それは一体どうしてだろう

か。ここでは推測するしかないわけだが，社会的感受性が

向上したり，対人接触が多くなれば，自分が精神薄弱者

として見られていることを辛く思ったり，仕事国でも健

常者に比べて公平に扱われていないと感じて，劣等感や

不満を持つようになるせいかもしれない。不安定就労者

に神経症者や分裂病者が多いことがこれに関係があるか

もしれない。いずれにしても，能力が高いことがかえっ

て就労に災いするということは， ;;f丸、lことっても不幸だ

し，精神薄弱者の就労を促進する立場からも見過すこと

はできず，是非その原因を突きとめて対策を講じる必要

がある。その原因が，我々が推測するように社会的務藤

にあるとすれば，能力の高い精神薄弱者の就労について

は精神衛生の面にも留意することが必要であろう。

合併症

合併症の中でも身体障害は就労可能性を低下させる条

件であったのに対して，精神障害の方は就労を不可能に

はしないが，不安定にする条件であることが示された。精

神障害のなかでも分裂病と神経症は不安定化の要因であ

るのに，てんかんはほとんど就労に負の要因とはなって

いない。その理由として考えられるのは， (1)抗てんか

ん剤等の発達によって，医学的処置を受けている|浪りは

てんかん，患者も健:常者とほとんど‘変わらぬ生活が可能で

ある。 (2)分裂病や神経症は社会的行旬jと対人関係に影

響を与えて職業生活を困難にするが，てんかんにはその

ような悪影響は少ない，ことなどが考えられる。

問題行動

どのような問題行動も就労にはマイナスの条件だが，

就労を不可能にする問題行動と就労を不安定にする問題

行動は種類が違うことが示された。無為と自傷といった

非社会的 ・自rU:J的問題行動は就労を不可能にするという
点で重篤な人格障害を示唆する。 一方， 奇行奇癖， 粗

暴窃盗などの外向的 ・反社会的問題行動は就労を不可

能にしないが，安定した就労を続けるには障害となるこ

とが多いようである。

社会的達成

人数は少ないが，結婚歴のある精神薄弱者は安定した

就労を続ける傾向がある。もちろん，経済的自立を結婚

の要件とすれば，結婚は安定就労の原因というより結果

ではないかとも考えられる。しかし，普通人にも言える

ことだが，結婚によって就労が安定することもありうる

ことだから，現在のところは両方の可能性を併記するに

とどめておきたい。

教育歴が就労可能性の要因であることはどう考えるべ

きだろうか。知能の高い者ほど上級学校に進級するか

ら，教育歴は知能など知的機能の水準を表わす面がある

ことは間違いない。事実，教育歴と IQの聞には r=.44 

の相関がある(ケンドールの順位相関係数， N=597， 

p< .001)。 しかし， 判別分析において知能と教育歴が
いずれも第 I取h上で、有意な負荷を与えられたことから，

教育歴の就労に対する効果は知能には還元し切れない独

自の働きを表わすと考えることができる。だから，同じ

水準の知能の持ち主どうしなら上級学校を卒業した者ほ



ど就労に有利であると言える。学校教育の効果は簡単に

言い尽くせないが，いずれにしろ，本研究結果は精神薄

弱者に対する学校教育の意義を支持するものと解釈でき

る。

要約

木研究の目的は精神薄弱者の就労に布・与する要因を探

ることである。 対象者は次の 4:{洋の精神薄弱者で，これ

らはいずれも大阪府精神薄弱者更生相談所の来談者であ

る。 ~ I二就労群 (389名) :全く就労経験をもたない者。短

期就労群 (34名) 勤続期間6カ月未満の者。多11引制洋

(52名):転職回数3回以上の者。安定就労群 (122名)・

勤続期間l年以上， 転職l回以内の者。対象者のケー

ス ・ファイノレに含まれる情報を数量化して符られた31変

数は林数量化分析H類によ って検討された。その結果，

2次元の判別関数が得られ， それらは 「就労可能性」と

ij比労安定性Jを表わすと解釈された。 さらに， 各変数

のカテゴリー ・ウェイトの検討を通して，どのような要

因が精神薄弱者の就労に関連しているかが明かにされ

た。 就労可能性を高める要因としては 1Qや社会生活

能力(社会性， 基本的知識， !fj}J作巧綴性)が高い ，無為

や自{あといった問題行動を示さない，身体疾患をもた

ない;教育肢が高い，などが挙げ られた。また，就労安

定性を高める要因としては 社会生活能力のうち，基本

的知識と動作巧級性に優れ ること ，分裂病や神経症の

精神疾患を もたないこと，奇行奇熔 ・粗暴・窃盗などの

I~\J題行動を示さないこと，保殺者が精神病てーないこと ，

( 21 ) 

などが挙げられた。
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